
ココネ
半年に一度の会社アンケートと月次アンケートを中心に
社員の意識を探り、リーダー層と議論して施策に活かす

■ 本社	 東京都港区

■ 設立	 2008年9月

■ 資本金	 10億1,400万円 

■ 売上高	 非公開

■ 従業員数	 338人（2019年11月1日現在）

■ 平均年齢	 32.0歳

■ 事業内容	 ソーシャルネットワークサービス事業、語学事
業、教育事業

■ https://www.cocone.co.jp/

会社概要

POINT

定例アンケートに加え、入社時、異動時、復職時、評価後など、ことあるごとにアンケート調
査を行い、社員の声を集める。「アンケートはとってからが始まり」として、集計・分析結果か
ら仮説を立て、社員の成長支援、制度改定につなげる。

「会社アンケート」は、雇用形態別にアレンジして、全社員に実施。「言葉遣いに気を配って
いるか」など、企業理念にかかわる設問を設けることで、会社が何を求めているかを示す。

月次アンケートは、設問を「職場のわくわく度／心身の健康度／仕事の充実度」の３つに
固定し、勤怠データなどともつきあわせて推移をみる。
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女性向けSNS事業を展開
2つの評価軸で成長支援

　ソーシャルネットワークサービ
ス事業を中心に、語学事業、教育
事業を展開するココネ株式会社。
メインサービスは、女性好みのか
わいいキャラクターを作成して楽
しむ着せ替えアプリ「ポケコロ」
である。同サービスは今年９月で
８周年を迎え、利用者は 1,500 万
人を超える。ほかにも、ディズニー
初のアバターアプリ『ディズニー
マイリトルドール』などを展開中
だ。同社は、こうした事業を「CCP
（Character  Coord inat ing 
Play）」と表現。「Character」（キャ
ラ ク タ ー ） を と お し て、
「Coordinating」（アイテムを組
み合わせること）によって、「Play」
する（楽しんでもらう、癒されて
もらう、つながってもらう）とい
うものである。
　このようなジャンルのネット
サービス全体を自社で開発・運営
している企業は、グローバルにみ
てもほかにほとんどなく、そこの
ノウハウを蓄積している点が同社
の強みだという。
　同社の人材育成方針について、
人事部長の北村公一さんはこう語
る。
　「事業であれ人材であれ、強み
をどう強化していくのかが基本路
線です。弱みを克服することより
も、その人の持ち味をいかに発掘

するかに重点を置いています」
　そのために行っているのが、事
業別組織／職種別組織の 2 軸に
よる評価である。同社の組織は、
サービスの成長、発展を追求する
事業部ごとの組織と、デザイン部
門、開発部門など職種別に知識・
経験を共有し、メンバーの成長を
追求する職種別の組織（委員会）
が組み合わさってできている。大
半の社員が、両方の組織に所属す
ることになる（図表１）。
　2 つの評価軸が示すように、同
社は「自分の成長・成果」と「周
囲への貢献」を重要視しており、
常にこの２つで考えて行動するこ
とを社員に徹底しているという。
人事部の小嶋秀征さんは、「育成
のアプローチについても、この２
つを常に考えながら、策定して
いっています」と説明する。
　その１つの例が、新人が入社 3
カ月後の試用期間終了前に行う
「試用期間プレゼン」だ。

　「試用期間プレゼンは、本人の
成長はもちろんですが、周囲の社
員も刺激を受ける機会にしたいと
考えました。内容としては、試用
期間中にどのような目標を立て、
どんな成果があったのか、会社や
チームの課題をどう感じたか、今
後どのようなチャレンジをしたい
かなどを、１人７分間で発表して
もらいます」（小嶋さん）
　発表の場には、役員やリーダー
だけでなく、社員も自由に参加す
ることができる。これから正社員
をめざす人も聴きに来るという。
終了後はコメントや質問が出され
る。そこで新人は、自分への期待
や要望されている点を理解するわ
けだが、発表を聴きに来た社員側
も刺激を受けることになる。
　「会社というのは、長く在籍し
ていると入社時に抱いていたチャ
レンジ意欲などが薄れてしまいが
ちです。外からきた新人の発表を
聞くことで、入社当時に抱いてい
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図表 1　ココネの組織体制のイメージ



たことを思い出したり、新しい課
題に気がついたりします」（小嶋
さん）
　同社では、毎月 5〜10 人が入
社するため、試用期間プレゼンも、
毎月実施されているという。

　同社では、ときに「アンケート
が多すぎる」と社員から言われる
ほど、ことあるごとにアンケート
調査を行い、社員の意見を集めて
いるという。定期的に全社員が行
うものとしては、半期に一度の「会
社アンケート」と、毎月の「月次
アンケート」が大きな柱となって
いる。
　これに加えて、「入社時」、「異
動時」、「復職時」、「評価後の振り
返り」など、対象者を特定したワ
ンタイム・アンケートも実施され
ている。研修後やイベント終了時
などの不定期アンケートも含める
と、たしかに相当な数だ（図表２）。
　さらに、アンケートを実施する
のは、人事部だけではない。たと
えば社内イベントを担う総務で
は、今年 10 月、ファミリーデー
やハロウィンパーティーを開催
し、各イベントの終了後にアン
ケートを実施したという。
　数あるアンケートのなかでも、
人事施策の軸となるのが、会社ア
ンケートと月次アンケートである。
　まず、会社アンケートは、正社

半期ごと／月次を中心に
何かあればアンケート調査

員、契約社員、アルバイト社員の
それぞれを対象に、若干異なった
設問を用意。切り口は多種多様で、
正社員の場合は 30 近くの質問項
目がある。
　たとえば、「自分の意見や周り
のメンバーの意見を集約して、
リーダーに何回くらい提案を行い
ましたか？」という設問では、「1
回〜2 回」から「10 回以上」ま
での 4 項目に回答が分散した。ま
た、少しではあるが「0 回」とい
う回答もあった（図表３）。
　「この設問では積極性をみてい
ますが、同時に、本当は提案した
いのだけれども、何か理由があっ
てできないのかもしれない、とい
うことも考えます。そういう場合
には、対策を練る必要が出てきま
す」（小嶋さん）
　また、同社では、「ココネの生
き方」として、3 点を掲げる。
・潔く生きよう

・健康に生きよう
・人生を磨こう
　そして、「人生を磨こう」のな
かに「言葉遣いを磨こう」という
項目があり、アンケートでも「自
分の言葉遣いに気を配っています
か」という設問を設けている。
　「アンケートの項目に入れるこ
とによって、会社が社員に何を求
めているのかを、メッセージとし
ても伝えていきたい」（小嶋さん）
　北村さんは続ける。
　「ココネという社名は、ココロ
とコトバとネットワークの頭文字
に由来します。社員に対しても、
一人ひとりの心がどうなっている
のか、言葉がちゃんと伝えられて
いるのか。また、ネットワークと
いうのはコミュニケーションです
から、それがしっかりとれている
のかを重視しています。それで、
アンケートでも、そうした視点の
設問が多くなっています」

アンケート名 主な目的 頻度/時期 対象

会社アンケート 働きがいや会社の考え取り組みへ
の理解を把握するため 半期に1度

全社員
雇用形態別に
異なる内容

月次アンケート メンバーや組織のコンディションを
把握するため 月に1度 全社員

入社時アンケート
業務に集中できる環境が整っている
か、フォローが必要ないかを把握す
るため

入社1カ月、
2カ月時

該当する
全社員

異動時アンケート
異動による認識の違いや相談相手
などのフォローの体制が整っている
かを把握するため

異動1カ月時 該当する
全社員

評価振り返りアンケート 評価に関する納得度や改善点を把
握するため 半期に1度 正社員

【社外】日本における「働
きがいのある会社」調査

（GPTW）

客観的視点で働きがいに関する自
社の状況を把握するため 年に1度 全社員
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図表２　人事部が行っている主なアンケート調査



　アルバイト社員に対しては、「仕
事を選ぶときのポイントは？」と
いう設問も設けている。
　「アルバイト社員は正社員に比
べて働く期間が短いので、今後の
採用の参考にもしています。
　また、各種申請について不備は
ないか、必要な情報共有ができて
いるかなども聞いています。これ
はアルバイト社員や契約社員に対
して情報共有が手薄になっていな
いかを確認するためです」（小嶋
さん）
　同社では、このアンケート調査
を 3 年前から実施している。当初
は、経営トップがすべての調査回
答に目を通し、出された疑問に答
えたりコメントを付したりしたう
えで、社内に公開していた。全社
集会の場で、トップがその場で調
査回答の疑問に答えたりしたこと
もあったという。
　社員数が増えてきた現在は、人
事部とシニアマネージャー層によ
る職種別委員会のメンバーが参加

する定例会議で議論する方法を
とっている。

　もう１つの柱である「月次アン
ケート」は、短期間に簡易的な調
査を行ういわゆるパルス調査であ
る。設問は、次の３つだけで、５
択で答える形式だ。
・職場がわくわくする場所か
・心身の健康状態はどうか
・仕事は充実しているか
　たとえば、仕事の充実度につい
ては、「前月の仕事は充実してい
ましたか？」という設問で、「と
ても充実している／充実している
／ふつう／あまり充実していない
／充実していない」のなかから１
つ選んで回答してもらう。深く考
えず、即時的に回答してもらうの
がポイント。
　月次アンケートの集計結果は社
内に公開され、設問ごとに推移を
みられるようになっている（図表

月次アンケートは社員の
状態を複合的にみる土台

４）。人事部内ではさらに、社員
一人ひとりについて、各設問の直
近 3 カ月の回答を色分けして一
覧化し、「青が濃いほど健全、黄
色はアラート、赤になるとレッド
ゾーン」として変化をみている。
　「たとえば、持病を抱えていた
りする社員の場合は、心身の健康
度の部分は全部赤くなったりしま
すし、前月まで青だったのが、突
然赤になることもあります。また、
仕事が充実していないと職場のわ
くわく度が下がり、そうなると、
心身の健康度にも良くない影響が
出る、というような相関関係もみ
えてきます。
　最近でいえば、夜型の生活スタ
イルを尊重し、朝の通勤ラッシュ
を避け、仕事の生産性を高めるた
め、今年の夏からフレックスタイ
ム制のトライアルを開始しまし
た。その後は、心身の健康度が向
上してきています」（北村さん）
　最初は正社員のみを対象にして
いたが、月例会議で契約社員やア
ルバイト社員の状態も知りたいと
いう声が上がり、今年からは雇用
形態を問わず全員に実施している。
　調査結果は、勤怠データとつき
あわせたうえで、会社アンケート
と同様に、人事部と各職種別委員
会との月例会議で議論されること
になる。
　会議では、人事として留意して
おきたい人や部署をあげ、それに
ついて意見を求めるのだという。

自分の意見や自分の周りのメンバーの意見を集約して、リーダーに何回くらい提案を行いましたか？
（前回実施分との比較）
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図表3　会社アンケートの例（リーダーへの提案）



するとシニアマネージャーらから
「じつは自分もそういうことを考
えていた」、「○○さんとは先日面
談をした」、「彼女はリーダーに
なったばかりだから、リーダー教
育をお願いしたいと思っていた」
といった、生きた情報がやりとり
される。
　「１つの設問ですべてがわかる
というよりは、複合的に重ね合わ
せてみていくと、『つまり、こう
いうことなのではないか』という
ことがみえてきます。そうした仮
説を立てて議論し、必要であれば
重点課題の１つとして取り組んで
いきます」（小嶋さん）
　「情報は、鮮度が高いうちに現
場にフィードバックするのが鉄則
です。そうして、議論の結果、こ
の部門のこの人には注意したいと
か、いまはそっとしておいたほう
がいいといったことがわかってき
ます。そこから、たとえば、この

層にはリーダー教育が必要だと
いった、人事がやらなければなら
ないことを見定めていきます」（北
村さん）
　そうした議論を経て、自由記述
欄に書かれた案件が実現した最近
の例として、同社の社員食堂で実
施されたフランスフェア、中国
フェアなどがある。
　「当社には、さまざまな国籍の
社員がいます。そのため、各国の
食事を提供してはどうかとの提案
がありました。料理を提供すると
ともに、その国の食文化を書いて
掲示したら、話題づくりのきっか
けになったと好評でした」（北村
さん）
　同社の社員は、皆、アンケート
に慣れており、自由記述欄にも包
み隠さず、たくさん書いてくれる
のだそうだ。「なかには手厳しい
内容もあります」と小嶋さんは苦
笑するが、それだけ人事部に対す

る信頼度が高いということでもあ
るだろう。社員の声を十分に活用
しているといえるが、北村さんは
「書けば会社がなんとかしてくれ
るだろう、となってしまうと、自
分から動かなくなる可能性もあり
ます」とも指摘する。

　もう１つ、評価制度に関連して
実施されている「評価振り返りア
ンケート」についても紹介してお
きたい。
　同社は、個々人の成長につなが
る評価のあり方を模索しており、
現在は自己申告を基点に、リーダ
の評価や周囲のメンバーからのレ
ビューを受ける評価制度を実施し
ている。評価振り返りアンケート
は、最終的に評価結果のフィード
バック面談を受けたあとに回答す
るもので、評価満足度、透明性、
公平性、自分の評価の納得度のほ
か、評価に対する意見や提案を自
由記述式で回答してもらう。
　アンケートの結果は、職種別委
員会で議論されたあとに、「評価
総括」にまとめられる。アンケー
トでの指摘を踏まえた評価制度の
変更点や自己評価の分布、職種別
の傾向などに加え、経営トップや
各委員会の委員長が今回の評価に
対する思いや総括を述べている。
　最近では、評価ガイドラインの
改訂を行った。委員会との議論の

評価振り返りアンケートで
制度の改善点もたずねる
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図表４　月次アンケート「仕事の充実度」の推移



なかで「もっとフィードバックの
精度を上げていけば納得度が高ま
るだろう」という仮説を立て、従
来は「リーダーはメンバーに対し
て書面を渡し、必要があれば面談
を行う」となっていたガイドライ
ンを、「書面を渡し、必ず面談を」
と改定したのだ。
　そして、リーダー層に対しては、
事前に面談の教育も実施した。す
ると、評価される側のメンバーの
納得度が、前回の 88％から 93％
にアップした。
　「人材育成は、ただ巷で流行っ
ているテーマを取り上げて、外部
講師を呼んで実施しても、なかな
か身につかず、やっておしまいに
なりがちです。
　当社では、自社の課題を解決す
るために、どういう教育的手段を
とるかというアプローチで実施し
ています。アンケートもそうです
が、外部に頼らず自分たちでコン
テンツをつくり、リーダーがメン
バーに伝えていくことを大事にし
ています」
　北村さんはそのように語る。

　アンケートをうまく活用する秘
けつについて聞くと、北村さんは
「やりっ放しが一番よくありませ
ん。PDCA を回して、社員に公
開することが大事」と力説し、さ
らに「続けること」と「トップの

アンケートは公開し活用し
継続することが大事

意識」の 2 点をあげる。
　「単発のアンケートだと一過性
で終わってしまいますが、当社の
月次アンケートのように、たった
３つの質問でも、長く続けると傾
向がみえてきます。そして、なぜ
そうした傾向が出るのか、ほかの
要因とも合わせて分析すれば、方
策がわかってきます。
　また、アンケートを続けるには、
経営陣の思いも大きく影響しま
す。当社の場合、社員一人ひとり
に存在感をはっきり出してほしい
という、トップの強い思いがあり
ました。ですから、こうしたアン
ケートは有用なのです」（北村さん）
　つまり、自社のねらいに応じた
設計と活用が必要だということで
ある。
　今後について、北村さんは「必
ずしも数字的なものばかりではあ
りませんが」と前置きしたうえで、
次のように語る。
　「これまでは、組織を整えると
いう観点での成長をめざし、会社
の成長、人の成長として、スキル
アップを図ったりナレッジを獲得
したりしてきました。
　次の段階としては、ビジネスと
して業績に結びつけるような成長
をめざしていくことになります。
これまでは社員の成長をリードす
る職種別委員会の影響が大きかっ
たのですが、これからは事業部の
役割責任を強化していきたい。そ
のために、業績への貢献度合いを

評価のなかでより重要視すること
を検討中です」
　もちろん、アンケート自体は今
後も活用していく考えだ。ただし、
「アンケートのボリュームを増や
すことは目的ではありません。集
計したら活かすことが大事です」
（小嶋さん）、「活用の仕方は会社
の風土にもよるでしょうが、アン
ケートはとってからが始まりで
す」（北村さん）と、2 人は口を
そろえる。
　組織の規模が大きくなっていっ
ても、アンケートの活用は可能な
のだろうか。
　「規模が大きくなっても、集計
は問題ないでしょう。ただ、そこ
から何が読み取れるかは、結局は
人間の判断になるということで
す。それをどうやって進めていく
か。やがて AI による判定もでき
てくると思うので、必要に応じて
テクノロジーも使っていくことに
なるでしょう」（北村さん）
　アンケート調査により「一人ひ
とりの状態」と「全体の傾向」を
把握し、人事施策につなげている
同社。今後、テクノロジーを導入
しての分析・活用をどのようにし
ていくのか、これからの取り組み
にも注目したい。
� （取材・文／江頭紀子）
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